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聴覚・平衡・音声・言語又はそしゃくの機能障害の状況及び所見 

[はじめに]〈認定要領を参照のこと〉 
 この診断書においては、以下の４つの障害区分のうち、認定を受けようとする障害について、その障害に関
する「状態及び所見」について記載すること。 
 なお、音声機能障害、言語機能障害及びそしゃく機能障害が重複する場合については、各々について障害認
定することは可能であるが、等級はその中の最重度の等級をもって決定する旨、留意すること(各々の障害の
合計指数をもって等級決定することはしない)。 
  聴 覚 障 害 → 『１ 「聴覚障害」の状態及び所見』に記載すること。 
  平 衡 機 能 障 害 → 『２ 「平衡機能障害」の状態及び所見』に記載すること。 
  音声・言語機能障害 → 『３ 「音声・言語機能障害」の状態及び所見』に記載すること。 
  そしゃく機能障害 → 『４ 「そしゃく機能障害」の状態及び所見』に記載すること。 

 １ 「聴覚障害」の状態及び所見 
 

(１) 聴力(会話音域の平均聴力レベル) (４) 聴力検査の結果(アのみ又はア及びイの両方を記載

すること) 

  ア 純音による検査 

    オージオメータの型式          
  

右         dB 
  

左         dB 

  zH   0002   0001  005  

(２) 障害の種類 

 

右 

伝音性難聴 

 左 

伝音性難聴 

感音性難聴 感音性難聴 

混合性難聴 混合性難聴 

 
  (３) 鼓膜の状態 

       (右)     (左) 

 

    
 

 

 

（５）身体障害者手帳（聴覚障害）の所持状況 
     
     □ 有    □ 無 

 

   ※聴覚障害で身体障害者手帳を所持していない者に
対し、２級を診断する場合には、他覚的聴覚検査
結果の写しを添付すること。 
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右   ％ ｄＢ

 左   ％ ｄＢ

 ２ 「平衡機能障害」の状態及び所見 

(１) 平衡機能の状態 

□ 四肢体幹に器質的異常がなく他覚的に平衡機能障害を認める 

□ その他 ※(３)その他所見欄に記入 

(２) 姿勢・歩行能力の状態 

□ 閉眼にて起立不能（３級相当） 

□ 開眼で直線歩行中 10ｍ以内に転倒又は著しくよろめいて歩行を中断せざるを得ないもの（３級相当） 

□ 閉眼で直線歩行中 10ｍ以内に転倒又は著しくよろめいて歩行を中断せざるを得ないもの（５級相当） 

□ 閉眼で 11ｍ以上直線歩行が可能なもの（非該当） 

(３) その他の所見 
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・家族に内容を伝えることができる

　<いつ、誰、何、どこ>
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意見書（肢体不自由用）
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右 左
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（PIP）の項母指は（IP）関節を指す。

DIPその他手指の対立内外転等の表示は必要に応じ備考欄を用いる。
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連続して５分間行っても、休み時間を置いて５回行ってもよい。
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１　原因となった疾病・外傷名欄には、狭心症、心筋梗塞、大動脈弁閉鎖不全症等原因となった疾患名

　　を記入してください。
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１　原因となった疾病・外傷名欄には、狭心症、心筋梗塞、大動脈弁閉鎖不全症等原因となった疾

　　患名を記入してください。
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呼吸器の機能障害の状況及び所見 

１ 身体計測    身長（     ）㎝ ・ 体重（     ）㎏ 

 

 

２ 活動能力の程度 
  □ 激しい運動をした時だけ息切れがある（非該当） 

□ 平坦な道を早足で歩く、あるいは緩やかな上り坂を歩く時に息切れがある（４級相当） 
□ 息切れがあるので、同年代の人より平坦な道を歩くのが遅い、あるいは平坦な道を自分のペース

で歩いている時、息切れのために立ち止まることがある（４級相当） 
□ 平坦な道を約 100m、あるいは数分歩くと息切れのために立ち止まる（３級相当） 
□ 息切れがひどく家から出られない、あるいは衣服の着替えをする時にも息切れがある（１級相

当） 
 

 

３ 胸部エックス線写真所見（平成  年  月  日） 

 

ア 胸 膜 癒 着 （ 無・軽度・中等度・高度 ） 

イ 気 腫 化 （ 無・軽度・中等度・高度 ） 

ウ 線 維 化 （ 無・軽度・中等度・高度 ） 

エ 不 透 明 肺 （ 無・軽度・中等度・高度 ） 

オ 胸 郭 変 形 （ 無・軽度・中等度・高度 ） 

カ 心・縦隔の変形 （ 無・軽度・中等度・高度 ） 

 

 

 

４ 換気機能（平成  年  月  日） 

ア 予測肺活量      ．  Ｌ          

イ 実測肺活量      ．  Ｌ 

ウ 実測努力肺活量    ．  Ｌ  

エ 一秒量        ．  Ｌ 

オ 予測肺活量１秒率   ．  ％ 

 

（アについては、下記の予測式を使用して算出すること） 

 

 肺活量予測式（Ｌ） 

  男性  0.045×身長（ｃｍ）－0.023×年齢(歳)－2.258 

    女性  0.032×身長（ｃｍ）－0.018×年齢(歳)－1.178 

  （予測式の適応年齢は男性 18－91 歳、女性 18－95 歳であり、適応年齢範囲外の症例には使用しな

いこと。）  

 

５ 動脈血ガス（平成  年  月  日） ※可能な限りルームエアー下で測定すること。 

ア O2分圧    ：       Torr                           

イ CO2分圧   ：     Torr 

ウ pH      ：  

エ  BE      ： 

オ 採血より分析までに時間を要した場合    時間    分 

カ 耳朶血を用いた場合：（                               ） 

 キ ルームエアーでの測定が困難な場合、その理由及び採血時の酸素投与量を記載 

 

６ その他の臨床所見 

ア SpO２    安静時    ％   歩行時   ％ 

 イ その他 

 

※ ６分間歩行試験実施の場合は、歩行距離[  ｍ（  ％）]を記入すること。 
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１ 活動能力の程度と予測肺活量１秒量、動脈血ガス O2分圧に不均衡がある場合について 

  活動能力の程度と予測肺活量１秒量（以下「指数」という）及び動脈血ガス O2分圧（以下「O2分圧」 

という）に不均衡がある場合は、呼吸器機能障害以外の原因が活動能力の低下に関与していないか慎重

に検討する必要があります。もし、活動能力の低下を説明する他の原因がなく、指数・O2分圧以外の検

査で活動能力の低下を証明できるなら、その所見を診断書の臨床経過欄等に記載してください。（例え

ば、労作時の O2分圧（SpO２でも可）等） 

 

２ 指数と O2分圧に不均衡がある場合について 

  換気機能障害を測るための指数と、ガス交換機能障害を測るための O2分圧との間には、相当程度の相

関関係があるのが一般的です。しかしながら、指数と O2分圧のレベルに不均衡が生じる場合もあり、こ

うした場合には、指数の方が O2分圧より誤差を生じやすいことにも配慮し、努力呼出曲線などの他のデ

ータを活用したり、CO２分圧や PH値の数値も参考にし、総合的な障害等級の判断をお願いします。 

  なお、このように指数と O2分圧に不均衡がある場合については、障害等級をどのような理由で判断し

たかについて記載いただくようお願いします。判断の根拠となった他の検査データがある場合は、その

データの記載または添付をお願いします。 

 

３ 動脈血ガスの検査について 

  認定基準に示された数値は、急性増悪期ではなく安定期、しかも安静時、ルームエアー吸入時のもの

です。したがって診断書に記入するのはこの状況下での数値となりますが、ルームエアーでの測定が困

難な場合は、その理由及び採血時の酸素投与量を記載してください。また、ルームエアーでの SpO２のデ

ータがあれば、参考となりますので併せて御記入ください。 
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 「免疫学的分類」欄では10ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能障害「身体障害認定基

準」（２）のイの（イ）による程度を○で囲むこと。

ズ動向委員会、2007）に規定するものをいう。

厚生労働省エイ
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ウ　軽度の症状（以下の臨床症状の有無（既往を含む）について該当する方を○で囲むこと）
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肝臓機能障害の状況及び所見 
 

１ 障害の変動に関する因子（※下記のいずれかが「×」の場合は障害認定の対象となりません） 
 
  第１回検査 第２回検査  

 180日以上アルコール 
を摂取していない ○ ・ × ○ ・ × 

 

 改善の可能性のある 
積極的治療を実施 ○ ・ × ○ ・ × 

 

 
 
２ 肝臓機能障害の重症度 
   検査日（第１回） 検査日（第２回） 

年  月  日 年  月  日 
状態 点数 状態 点数

 
肝性脳症 なし ・ Ⅰ ・ Ⅱ 

 Ⅲ  ・ Ⅳ ・ Ⅴ 
 

なし ・ Ⅰ ・ Ⅱ 

 Ⅲ  ・ Ⅳ ・ Ⅴ 
 

腹水 なし ・ 軽度 ・ 中程度以上

（概ね     ℓ） 
 

なし ・ 軽度 ・ 中程度以上 

（概ね     ℓ） 
 

血清アルブミン値    ㎗/g   ㎗/g  

プロトロンビン時間    ％  ％  

血清総ビリルビン値    ㎗/㎎  ㎗/㎎  

 
 

合計点数 点 ※            点

 
 

 
注１ ９０日以上１８０日以内の間隔をおいて実施した連続する２回の診断・検査結果を入力すること。 
注２ 点数は、Child－Pugh 分類による点数を記入すること。 
注３ １級、２級については肝性脳症、腹水、血清アルブミン値、プロトロンビン時間、血清総ビリルビン値の項

目のうち肝性脳症又は腹水の項目を含む３項目以上が２点以上の状態が連続して２回以上続くことが必要。

※ 初めて肝臓機能障害の認定を行う者であって、２回目の検査時点で Child－Pugh 分類の合計点数が７点か 
ら９点の状態である場合は、１年以上５年以内の期間内に再認定を実施すること。 

 
＜Child-Pugh 分類＞ 

 

  １点 ２点 ３点  

 肝性脳症 なし 軽度（Ⅰ・Ⅱ） 昏睡（Ⅲ以上） 

腹水 なし 軽度 中程度以上 

血清アルブミン値 3.5g/㎗超 2.8～3.5g/㎗ 2.8 g/㎗未満 

プロトロンビン時間 70％超 40～70％ 40％未満 

血清総ビリルビン値 2.0㎎/㎗未満 2.0～3.0㎎/㎗ 3.0㎎/㎗超 
 注４ 肝性脳症の昏睡度分類は、犬山シンポジウム（1981年）による。 

注５ 腹水は、原則として超音波検査、体重増減、穿刺による排出量を勘案して見込まれる量が概ね１ℓ以上を軽

度、３ℓ以上を中程度以上とするが、小児等の体重が概ね 40 ㎏以下の者については、薬剤によるコントロー

ルが可能なものを軽度、薬剤によるコントロールができないものを中程度以上とする。 
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　標記については、昭和５９年９月２８日社更第１２９号厚生省社会局長通知「唇顎口蓋

裂後遺症によるそしゃく機能障害に関する歯科医師の診断及び意見の取扱いについて」

（以下「旧通知」という）により取り扱ってきたところであるが、本日、障発第０１１０

００１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「身体障害者障害程度等級表の解

説（身体障害認定基準）について」及び障企発第０１１０００１号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部企画課長通知「身体障害認定基準の取扱い（身体障害認定要領）につい

て」により、そしゃく機能障害に係る身体障害認定の取扱いが改正されたことに伴い、標

記について、下記のとおり定め、平成１５年４月１日より適用することとしたので、留意

の上、その取扱いに遺憾なきよう願いたい。

　なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定

に基づく技術的助言（ガイドライン）として位置づけられるものである。

　また、平成１５年３月３１日をもって、旧通知は廃止する。
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15条指定歯科医師氏名
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 申請（①・②を添付）


